
　令和６年度当初予算における地方消費税交付金（社会保障財源化分）

　の使途状況について

１　【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源化分） 21,840 万円

２　【歳出】 （単位：万円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

社会福祉総務費 2,543 0 3 0 0 2,540

障がい福祉費 50,816 22,229 13,205 0 360 15,022

社会福祉施設費 1,133 0 0 0 161 972

高齢者福祉費 5,825 0 26 0 1,062 4,737

高齢者福祉施設費 1,128 0 0 140 30 958

児童福祉総務費 40,921 299 24,937 0 2,150 13,535

児童手当費 27,003 18,607 4,186 0 0 4,211

母子父子福祉費 459 0 225 0 0 234

児童福祉施設費 9,951 0 4,412 0 54 5,485

認定こども園費 34,280 266 378 2,290 5,670 25,676

174,058 41,402 47,371 2,430 9,487 73,369

社会福祉総務費
（国民健康保険事業）

22,115 2,083 7,618 0 220 12,194

高齢者福祉費
（介護保険事業）

45,920 1,234 657 0 0 44,029

高齢者福祉費
（後期高齢者保険事業）

35,075 0 5,638 0 9 29,428

103,110 3,317 13,913 0 229 85,651

予防費 10,890 21 156 0 428 10,285

保健センター費 451 0 0 0 0 451

11,341 21 156 0 428 10,736

288,509 44,740 61,440 2,430 10,144 169,755

（注）表示単位未満は四捨五入しており、積上げ額と一致しない場合があります。
※地方消費税交付金（社会保障財源化分）については、上記項目の一般財源の一部となっております。

　 平成26年4月1日より消費税率（国・地方）が5％から8％へ、令和元年10月1日より８％から10％に引

き上げられたことに伴う地方消費税交付金の増収分（社会保障財源化分）については、その使途を明確化し、

社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。

項目 予算額

財源内訳

社会福祉

小計（①）

合計（①＋②＋③）

社会保険

小計（②）

保健衛生

小計（③）


